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債券の保有目的区分変更に関する一考察 
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1.はじめに 











                                                          
1 IASBは 2008年 10月に有価証券の「保有目的区分の変更」を容認するとした内容の国際会計基準（IAS）
39号「金融商品：認識及び測定」と国際財務報告基準（IFRS）7号「金融商品：開示」を改正する「金融資
産の区分変更（Reclassification of Financial Assets）」（改正 IAS&IFRS）の公表をしている。また、アメリ
カでは、SEC（証券取引委員会）が、2008年 9月に公表した「Report and Recommendation Pursuant to 




た取引がディストレスかどうかの決定について”があり、また、2009年 4月 2日に公表された FSP「Notice 
























そしてこれは、「保有目的区分の変更」が容認された後の 2009年 4月 10日付日本経済新聞朝刊であるが、
わが国のメガバンク（みずほ、三菱、三井住友）の 2009 年 3 月期決算が、保有する有価証券の減損処理
により多額（1 兆円）の赤字を計上することになったこと、さらには全国の信用金庫の中央金融機関であ
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 わが国の金融商品に関する会計基準（企業会計基準第 10 号「金融商品会計基準」及び日本















                                                          










価会計を凍結してほしい」と要望し事態が急展開したという。以上、日本経済新聞 2008年 10月 17日付
朝刊。 
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2.「債券の保有目的区分変更」を批判する見解、支持する見解 































































































































2008年度にも第 3四半期までに 24億ドル（2,400億円）もの『負債評価益』を計上している。･･･」 
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新聞 2008年 10月 18日 朝刊） 





















 なお、ここに ASBJ が実務対応報告公開草案
．．．．
第 29 号「債券の保有目的区分の変更に関する
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 ② 応急的かつ時限的・超法規的な措置は、財務諸表の期間の比較可能性をも毀損させる。 
 ③ 現下の信用危機に際してもとめられるのは、会計基準の見直しではなく、自己資本規制
を直接的に緩和する等の方策である。 
 ④ 米国では FASBを監視する FAFから SECに対して、Due Processを踏んで決定した会
計基準を政治的介入により覆したり適用停止したりするような決断はしないように、とい
う旨のレターが提出されている。 











































































ートにされる。（傍点は筆者）」（日本経済新聞 2008年 10月 18日 朝刊）とのコメントを寄せている。 
 要するに、あくまでも金融市場の混乱を防止するための“理外の理”であることがここでは
強調されている9。 
                                                          




損を織り込んだ基準で銀行の自己資本不足をチェックしていたようである（日本経済新聞 1999年 4月 27
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ったことから増益幅が上積みされることになった、と報じている。事実、武田薬品工業、武富士、NTT等が
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決定にも適用可能（実務対応 26号 18項、86頁参照）であること、つまり平成 20年 10月 1 




















                                                          
15 何をもって想定外となるか、も問題である。だが、今回がその想定外の危機とされる。 
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[参考資料] 
◎実務対応報告第 26号（本実務対応報告の概要） 
「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」2008年 12月 5日 企業会計基準委員会 
・会計処理等 
振替後



















































本実務対応報告は、本実務対応報告公表日から平成 22年 3月 31日までの適用とする。その後の保有目
的区分の変更の取扱いについては、改めて検討することとする。 
 
◎ 実務対応報告第 26号「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」（本文抜粋） 















経営情報研究 第 17巻第 1号(2009)，71－87ページ 






















1日前に行われているときは、平成 20年 10月 1日に行ったものとみなす）から、本実務対応報告を適用
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